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ま え が き 

 

第 156 回の財政事情をお届けします。 

 今回は、令和８年度の当初予算及び令和７年度下半期の財政運営を中心にお知らせします。 

  この公表を通じ、県民の皆様におかれましては、県財政の実情について御理解をいただき、今

後の県政運営により一層の御協力を賜わりますようお願いいたします。 

 

令和８年７月１日 

                                        鹿児島県知事  塩 田 康 一 
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第１ 令和８年度予算の編成方針 

 

本県においては、令和８年度当初予算の編成に当たり、持続可能な行財政構造を構築する

ため、行財政運営指針及び行財政改革推進プロジェクトチームにおいて示された取組の方

向性を踏まえ、「事務事業見直し」をはじめとする歳入・歳出両面にわたる徹底した行財政

改革を行いました。 

これらの取組の結果、令和８年度においても、財政調整に活用可能な基金の取崩を行うこ

となく財源不足のない予算編成を実現するとともに、同基金残高についても２５０億円を

維持、臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高については１．１兆円程度で管

理するという同指針に示した今後の財政運営の拠り所となる３つの指標を達成しました。 

しかしながら、一層の高齢化の進行などにより扶助費が増加傾向にあることや、今後、改

修や更新を要する県有施設等の増加が見込まれることなどを踏まえると、本県の財政状況

は、引き続き、予断を許さない状況が続くものと考えられます。 

 

本格的な人口減少や少子高齢化の進行、国際情勢の不安定化、生成ＡＩなどのデジタル化

の進展などの様々な変化に的確に対応し、活力ある地域社会を形成するため、引き続き、「稼

ぐ力」の向上や産業を支える人材の確保・育成、子ども・子育て支援施策の充実・強化など、

「かごしま未来創造ビジョン」に掲げた各般の施策を推進します。 

令和８年度は、喫緊の課題として、輸入物価や人件費の上昇等を背景とした物価の高騰に

対応するため、重点支援地方交付金など国の予算を積極的に活用し、物価高から「鹿児島の

暮らしを守る」ため、生活者や事業者の負担軽減や、県内産業における持続的な賃上げ環境

の整備に取り組みます。 

また、世界的に人口が増加する中、海外の活力を取り込み、鹿児島の「稼ぐ力」を向上さ

せるため、国際戦略等に基づき、更なる県産品の輸出拡大や海外からの誘客促進など、「鹿

児島の『宝』を世界へ」届ける施策に特に力を入れて取り組みます。 

さらに、近年加速化する少子化や頻発する災害を踏まえ、「確かな安心、鹿児島」を目指

して、子ども・子育て支援施策や防災対策の更なる充実・強化に取り組みます。 

 

１  予算規模 

                                      （単位：百万円、％） 

区    分 
令和８年度 令和７年度 比  較 
当初(A) 当初(B) (A)／(B) 

一     般     会     計 920,724 852,734 108.0 

特別会計(企業会計を除く) 429,338 410,956 104.5 

 

 ２  投資的経費 

                                                （単位：百万円、％） 

区  分 
令和８年度 令和７年度 比 較  

 

 

 

参 考 

当初(A) 当初(B) (A)/(B) 令和７年度 
12月補正＋３月補正 

＋ 
令和８年度 
当初予算(C) 

令和６年度 
12月補正＋３月補正 

＋ 
令和７年度 
当初予算(D) 

 

比 較 

(C)/(D) 

 

普通建設事業費等 

 

 

  165,985 
 

 

  155,426 
 

 

 106.8 

 公 共 事 業    95,964    95,979  100.0   127,899   126,246  101.3 

県単公共事業    17,308    17,308  100.0    17,308    17,308  100.0 

公共＋県単公共   113,272   113,287  100.0   145,207   143,554  101.2 

  ※普通建設事業費等とは、普通建設事業費と災害復旧事業費を合算したもの 
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第２　令和８年度歳入歳出予算のあらまし

１　予算規模

第１表　歳入歳出予算の状況

（単位：百万円）

令和８年度

当初予算額
(A)

当初予算額
(B)

最終予算額
(C)

(A)-(B) (A)-(C)

920,724 852,734 944,923 67,990 △ 24,199

429,338 410,956 419,203 18,382 10,136

林業・木材産業改善資金貸付事業 101 92 92 9 9

公 共 土 木 用 地 取 得 先 行 事 業 等 28 43 43 △ 14 △ 15

港 湾 整 備 事 業 6,974 6,986 7,041 △ 12 △ 67

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 79 127 99 △ 48 △ 20

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業 47 49 50 △ 3 △ 3

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業 206 204 204 2 2

公 債 管 理 241,080 222,515 223,751 18,565 17,329

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 20 25 24 △ 5 △ 4

国 民 健 康 保 険 事 業 180,804 180,916 187,899 △ 112 △ 7,095

特　　別　　会　　計

令和７年度

　令和８年度の当初予算の規模は、第１表のとおり、一般会計において9,207億24万円、特別会

計において4,293億38百万円となっており、前年度当初予算と比較して一般会計において679億90

百万円、8.0パーセントの増、特別会計においては183億82百万円、4.5パーセントの増となって

います。

　なお、一般会計当初予算規模の推移は第１図のとおりです。

　（注）　単位未満を四捨五入しているため、「特別会計」の額と内訳の額の計及び「比較増減」の額とその内訳の
　　　 額の差は必ずしも一致しない。

比　較　増　減

区              分

一　　般　　会　　計
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第１図　一般会計当初予算規模の推移

  ※ 平成29年度を100とした場合の指数である。
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２　一般会計歳入予算

第２表　一般会計歳入予算の内訳

（単位：千円、％）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額

(B)
構成比 (A)-(B) (A)/(B)

170,461,071 18.5 168,409,836 19.7 2,051,235 101.2

91,151,207 9.9 81,669,954 9.6 9,481,253 111.6

38,744,000 4.2 35,700,000 4.2 3,044,000 108.5

8,015,000 0.9 966,000 0.1 7,049,000 829.7

295,620,000 32.1 284,364,000 33.3 11,256,000 104.0

375,000 0.0 417,000 0.0 △ 42,000 89.9

5,921,283 0.6 5,097,584 0.6 823,699 116.2

10,732,828 1.2 10,741,796 1.3 △ 8,968 99.9

170,941,498 18.6 152,341,162 17.9 18,600,336 112.2

1,581,917 0.2 1,942,280 0.2 △ 360,363 81.4

18,341 0.0 19,110 0.0 △ 769 96.0

45,627,409 5.0 33,751,862 4.0 11,875,547 135.2

2,000,000 0.2 2,000,000 0.2 0 100.0

10,782,746 1.2 10,229,916 1.2 552,830 105.4

68,751,700 7.5 65,083,500 7.6 3,668,200 105.6

920,724,000 100.0 852,734,000 100.0 67,990,000 108.0

（注）構成比は、小数点以下第二位を四捨五入しているため、各区分の計と合計が一致しない。

　一般会計の歳入予算の状況は、第２表及び第２図のとおりで、最も構成比の大きいのは地方交付

税の32.1パーセント、次いで国庫支出金の18.6パーセント、県税の18.5パーセント、地方消費税清

算金の9.9パーセントの順となっています。

　また、この歳入予算を、県税、使用料及び手数料、分担金などのように県が自主的に調達できる

自主財源と、地方交付税、国庫支出金、県債などのようにその調達を他に依存しなければならない

依存財源の比率についてみると、自主財源が36.7パーセント、依存財源が63.3パーセントとなって

います。

分 担 金 及 び 負 担 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

区              分

地 方 譲 与 税

令和８年度

地 方 消 費 税 清 算 金

県 債

比        較

県 税

合 計

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

地 方 交 付 税

使 用 料 及 び 手 数 料

令和７年度

繰 越 金
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第２図　令和８年度一般会計歳入予算の状況
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338,277

(36.7)

依存財源

582,447

(63.3)

（単位：百万円、（ ）は構成比％）

令和８年度
当初予算

920,724百万円
（100.0%）

（注）端数処理のため、合計は内訳
の計と必ずしも一致しない。
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 (1)　県　　税

　　なっています。

　　地方財政計画における税収見込み等を踏まえて計上したものです。

　　車税が10.3パーセント、軽油引取税が3.6パーセントの順となっています。

第３図　県税収入の状況

　　セントを占め、次いで地方消費税が25.4パーセント、法人事業税が21.8パーセント、自動

　　　県税は、県民の皆様に直接負担していただくもので、県財政運営上極めて重要な財源と

　　　令和８年度の計上額は1,704億61百万円で、前年度に比較し、20億51百万円、1.2パーセ

　　ントの増となっています。これは，令和７年度の収入見込みを基礎に、最近の経済動向や

　　　県税の税目別内訳をみると第３図及び第３表のとおりで、個人県民税が全体の30.5パー

県民税32.9%

事業税22.7%

自動車税

10.3%

地方消費税

25.4%

軽油引取税

3.6%

不動産取得税

2.3%

県たばこ税

1.1%核燃料税

1.2%

令和８年度
当初予算

170,461百万円
(100.0%)

個人 30.5%
法人 2.1%
利子割 0.3%

個人 0.9%
法人 21.8%

（注） 単位未満を四捨五入しているため、構成比は内訳の計と必ずしも一致しない。

その他

0.4%
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第３表　県税収入の内訳

（単位：千円、％）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額

(B)
構成比 (A)-(B) (A)/(B)

個 人 県 民 税 52,026,750 30.5 49,027,410 29.1 2,999,340 106.1

法 人 県 民 税 3,540,460 2.1 3,374,187 2.0 166,273 104.9

県 民 税 利 子 割 549,255 0.3 122,738 0.1 426,517 447.5

個 人 事 業 税 1,606,490 0.9 1,515,287 0.9 91,203 106.0

法 人 事 業 税 37,165,083 21.8 36,347,129 21.6 817,954 102.3

地 方 消 費 税 43,362,486 25.4 38,939,276 23.1 4,423,210 111.4

不 動 産 取 得 税 3,847,086 2.3 3,548,219 2.1 298,867 108.4

県 た ば こ 税 1,943,196 1.1 1,882,260 1.1 60,936 103.2

ゴ ル フ 場 利 用 税 385,624 0.2 389,903 0.2 △ 4,279 98.9

軽 油 引 取 税 6,131,091 3.6 11,924,059 7.1 △ 5,792,968 51.4

自 動 車 税 17,632,014 10.3 19,190,283 11.4 △ 1,558,269 91.9

鉱 区 税 23,436 0.0 16,443 0.0 6,993 142.5

狩 猟 税 21,753 0.0 21,318 0.0 435 102.0

核 燃 料 税 2,045,005 1.2 1,932,383 1.1 112,622 105.8

産 業 廃 棄 物 税 181,342 0.1 178,941 0.1 2,401 101.3

合 計 170,461,071 100.0 168,409,836 100.0 2,051,235 101.2

（注）単位未満を四捨五入しているため、合計の構成比と各税目の構成比の計とは必ずしも一致しない。

区              分

令和８年度 令和7年度 比        較
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 (2) 地方譲与税 

地方譲与税は、国税である地方揮発油税、石油ガス税、特別法人事業税等の全部又は

一部及び森林環境税の収入額に相当する額が地方公共団体に譲与されるものです。 

本年度の当初予算計上額は 387 億 44 百万円で、前年度に比較し 30 億 44 百万円、8.5

パーセントの増となっています。 

(3) 地方交付税 

地方交付税は、地方公共団体間の財源を調整することにより、地方公共団体に一定の

行政水準を保障するため、所得税及び法人税の 33.1 パーセント、酒税の 50 パーセン

ト、消費税の 19.5 パーセント並びに地方法人税の全額に相当する額の合算額に特例加

算額等を加えた額を総額として、それぞれの地方公共団体の行政需要等に応じて交付

されるものです。 

本年度の当初予算計上額は、2,956 億 20 百万円で、前年度に比較して 112 億 56 百万

円、4.0 パーセントの増となっています。 

(4) 国庫支出金 

国庫支出金は、特定の事務事業の財源に充てるために国から交付されるものです。 

本年度の当初予算計上額は 1,709 億 41 百万円で、前年度に比較して 186 億円、12.2

パーセントの増となっています。 

国庫支出金の内訳は、道路、港湾、土地改良事業等の国庫補助金が 997 億 16 百万円、

土木費、生活保護費等の国庫負担金が 691 億 44 百万円、統計調査事務等の国庫委託金

が 20億 82 百万円となっています。 

(5) 県債 

県債は、公共事業や県有施設の整備事業等の財源に充てるための長期の借入金です。  

本年度の当初予算計上額は、687 億 52 百万円で、前年度に比較して 36 億 68 百万円、

5.6 パーセントの増となっています。これは、総務施設整備事業費が前年度に比較して

15 億 74 百万円の増になったこと等によるものです。 

県債充当事業の内訳は第４表のとおりです。  

(6) その他の歳入 

その他の歳入として、地方消費税収入を最終消費地に帰属させるために行われる都

道府県間の清算の結果、本県が受け入れることとなる地方消費税清算金 911 億 51 百万

円（前年度比 11.6％増）、安心・安全ふるさと創生基金、地域医療介護総合確保基金

等からの繰入金 456 億 27 百万円（前年度比 35.2％増）、貸付金の元利収入等の諸収入

107 億 83 百万円（前年度比 5.4％増）、県営住宅使用料等の行政財産の使用につき徴

収する使用料及び手数料 107 億 33 百万円（前年度比 0.1％減）及び建設事業等の特定

財源として当該事業の受益者から徴収する分担金及び負担金 59 億 21 百万円（前年度

比 16.2％増）等を計上しています。 
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第４表　令和８年度県債借入計画（一般会計）
（単位：千円）

地 域 振 興 推 進 事 業 費 103,000 漁 港 事 業 費 1,906,000

総 務 施 設 整 備 事 業 費 2,732,000 土 木 施 設 整 備 事 業 費 1,000

並 行 在 来 線 対 策 事 業 費 111,000 河 川 事 業 費 5,049,000

市 町 村 振 興 資 金 貸 付 金 280,000 砂 防 事 業 費 3,626,000

被 災 者 生 活 再 建 支 援 基 金 出 資 金 587,000 海 岸 事 業 費 503,000

民 生 施 設 整 備 事 業 費 753,000 港 湾 事 業 費 3,901,000

衛 生 施 設 整 備 事 業 費 331,000 空 港 事 業 費 1,150,000

労 働 施 設 整 備 事 業 費 12,000 道 路 事 業 費 23,294,000

商 工 施 設 整 備 事 業 費 744,000 都 市 計 画 事 業 費 694,000

観 光 施 設 整 備 事 業 費 882,000 県 営 住 宅 建 設 事 業 費 907,000

農 業 施 設 整 備 事 業 費 355,000 警 察 施 設 整 備 事 業 費 3,068,000

畜 産 事 業 費 596,000 教 育 施 設 整 備 事 業 費 4,772,000

農 地 事 業 費 5,028,000 災 害 復 旧 事 業 費 3,289,000

林 業 施 設 整 備 事 業 費 15,000 公 共 施 設 等 除 却 事 業 費 588,000

林 道 事 業 費 1,020,000 デ ジ タ ル 活 用 推 進 事 業 費 151,000

治 山 事 業 費 2,013,000

造 林 事 業 費 40,700

水 産 施 設 整 備 事 業 費 250,000 合 計 68,751,700

事　業　別　区　分 予　算　額 事　業　別　区　分 予　算　額
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３　一般会計歳出予算

第５表　一般会計歳出予算目的別内訳

（単位：千円、％）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額

(B)
構成比 (A)-(B) (A)/(B)

1 議 会 費 1,457,062 0.2 1,492,542 0.2 △ 35,480 97.6

2 総 務 費 44,760,835 4.9 45,407,009 5.3 △ 646,174 98.6

3 民 生 費 130,957,166 14.2 125,558,603 14.7 5,398,563 104.3

4 衛 生 費 66,537,798 7.2 63,539,705 7.5 2,998,093 104.7

5 労 働 費 2,323,247 0.3 2,386,303 0.3 △ 63,056 97.4

6 農 林 水 産 業 費 76,877,228 8.3 71,578,337 8.4 5,298,891 107.4

7 商 工 費 20,225,780 2.2 13,363,540 1.6 6,862,240 151.4

8 土 木 費 86,835,036 9.4 85,254,863 10.0 1,580,173 101.9

9 警 察 費 43,935,014 4.8 41,048,414 4.8 2,886,600 107.0

10 教 育 費 223,700,564 24.3 196,877,458 23.1 26,823,106 113.6

11 災 害 復 旧 費 15,658,901 1.7 16,155,919 1.9 △ 497,018 96.9

12 公 債 費 113,606,366 12.3 105,523,910 12.4 8,082,456 107.7

13 諸 支 出 金 93,649,003 10.2 84,347,397 9.9 9,301,606 111.0

14 予 備 費 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

合　　　　　　　　　　計 920,724,000 100.0 852,734,000 100.0 67,990,000 108.0

（注）構成比は、小数点以下第二位を四捨五入しているため、各区分の計と合計が一致しない。

　一般会計の歳出予算の目的別構成は、第５表及び第４図のとおりで、最も構成比の大きいのは教育

費の24.3パーセント、次いで民生費の14.2パーセント、公債費の12.3パーセント、諸支出金の10.2パー

セントの順となっています。

令和８年度 令和７年度 比        較

区              分
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第４図　令和８年度一般会計歳出予算目的別経費の状況
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教育費

223,701(24.3)

衛生費

66,538(7.2)

民生費

130,957(14.2)

公債費

113,606(12.3)

諸支出金

93,649(10.2)

農林水産業費

76,877(8.3)

警察費 43,935(4.8)

土木費

86,835(9.4)       

総務費 44,761(4.9)

商工費 20,226(2.2)

その他 19,639(2.1)

令和８年度
当初予算

920,724百万円
（100.0%）

（単位：百万円、（ ）は構成比％）
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第６表　一般会計歳出予算性質別内訳
（単位：千円、％）

当初予算額
(A)

構成比
当初予算額

(B)
構成比 (A)-(B) (A)/(B)

人 件 費 258,830,305 28.1 235,541,127 27.6 23,289,178 109.9

物 件 費 34,975,941 3.8 32,991,877 3.9 1,984,064 106.0

維 持 補 修 費 5,598,851 0.6 5,168,263 0.6 430,588 108.3

扶 助 費 151,182,694 16.4 144,756,130 17.0 6,426,564 104.4

補 助 費 等 183,959,463 20.0 163,993,918 19.2 19,965,545 112.2

普 通 建 設 事 業 費 150,616,980 16.4 139,513,646 16.4 11,103,334 108.0

災 害 復 旧 事 業 費 15,368,476 1.7 15,911,936 1.9 △ 543,460 96.6

公 債 費 113,238,935 12.3 105,146,939 12.3 8,091,996 107.7

積 立 金 2,600,770 0.3 6,426,669 0.8 △ 3,825,899 40.5

出 資 金 587,581 0.1 0 0.0 587,581 皆増 

貸 付 金 2,327,719 0.3 2,184,073 0.3 143,646 106.6

繰 出 金 1,236,285 0.1 899,422 0.1 336,863 137.5

予 備 費 200,000 0.0 200,000 0.0 0 100.0

合 計 920,724,000 100.0 852,734,000 100.0 67,990,000 108.0

　次に歳出予算を性質別にみますと、第６表及び第５図のとおりです。

　最も構成比の大きい人件費は2,588億30百万円（28.1％）で、前年度に比較して232億89百万円、9.9パーセン

トの増となっています。

　人件費に次いで構成比の大きい補助費等は1,839億59百万円（20.0％）で、前年度に比較して199億66百万

円、12.2パーセントの増となっています。

　また、公債費については、1,132億39百万円（12.3％）で、前年度に比較して80億92百万円、7.7パーセントの

増となっています。

　第６図は義務的経費と投資的経費の推移をみたものです。

区              分

令和８年度 令和７年度 比        較
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第５図　令和８年度一般会計歳出予算性質別経費の状況

第６図　一般会計歳出予算性質別経費の推移
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(28.1)

扶助費

151,183

(16.4)公債費

113,239

(12.3)

普通建設

事業費

150,617 

(16.4)

災害復旧事業費
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（単位：百万円、（ ）は構成比％）

（注）端数処理のため、合計は内訳
の計と必ずしも一致しない。
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４　特別会計

第７表　特別会計予算の内訳
（単位：千円、％）

令和８年度 令和７年度

当初予算額
(A)

当初予算額
(B)

(A)-(B) (A)/(B)

林業・木材産業改善資金貸付事業 100,891 91,967 8,924 109.7

公共土木用地取得先行事業等 28,112 42,541 △ 14,429 66.1

港 湾 整 備 事 業 6,973,853 6,985,556 △ 11,703 99.8

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 79,256 126,813 △ 47,557 62.5

中 小 企 業 支 援 資 金 貸 付 事 業 46,518 49,305 △ 2,787 94.3

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 貸 付 事 業 205,894 204,331 1,563 100.8

公 債 管 理 241,080,124 222,514,709 18,565,415 108.3

就 農 支 援 資 金 貸 付 事 業 19,577 24,814 △ 5,237 78.9

国 民 健 康 保 険 事 業 180,804,071 180,916,435 △ 112,364 99.9

合 計 429,338,296 410,956,471 18,381,825 104.5

比        較

区              分

　特別会計の当初予算は、第７表のとおりで、前年度に比較して183億82百万円、4.5パーセントの増と

なっています。
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５ 令和８年度当初予算における主要施策の概要 

 

第一 農林水産業の『稼ぐ力』の向上 

県産農林水産物の輸出については、令和６年度の輸出額が 471 億円と、公表開始以降４年

連続で過去最高を更新し、目標の 500 億円に近づいています。 

一方で、米国の関税措置の影響や日中関係の変化など、国際貿易の不確実性が高まってい

る中にあっては、引き続き、既存の輸出先国への輸出促進に取り組みつつ、可能な限り、輸

出先・品目の多角化を図ることが県産品の輸出拡大にとって重要です。 

このような状況を踏まえて、令和７年度に策定した「『南の宝箱 鹿児島』輸出拡大ビジ

ョン」に掲げる令和 12年度の目標 800 億円を達成するため、県産品の輸出先や品目の多角

化に向けて、私が先頭に立って、米国の東部・中南部やインドなど、未開拓国・地域におい

てトップセールスを実施するとともに、商流の構築に戦略的に取り組みます。 

本県輸出額の全体の約半分を占める米国について、現在の販路の中心となっている西海

岸に加え、東部や中南部における販路拡大を図るため、４月９日から 15日の日程で、ワシ

ントン DC、テキサス州ヒューストン等を訪問してトップセールスを実施しました。 

また、世界最大の人口を有し、今後、県産品の販路開拓先や本県への人材送り出し国とし

て有望なインドにおいても、県産品の PRや政府関係者等との関係構築を図るためのトップ

セールスを実施します。 

あわせて、EU や香港、台湾、東南アジアなどについても、現地バイヤーの招へいや商談

会・展示会への出展等により、継続的に販路拡大に取り組みます。 

国際クルーズ船への県産品の供給に向けては、令和７年度、水産物を中心に供給体制構築

に向けた実証事業を進めました。 

令和８年度は、水産物に加え、畜産物や青果物等、対象品目を拡充して実証に取り組みま

す。 

お茶については、生産量日本一に加え、令和６年産出額で、５年ぶりに２度目の日本一と

なりました。 

また、抹茶が世界的なブームとなっていることなどから、本県の輸出額は米国、EU、台湾

を中心に大きく増加するなど、茶業を取り巻く環境は大きな転換期を迎えています。 

県では、こうした情勢を踏まえ、本県茶業の持続的な発展と競争力の一層の強化を図るた

め、生産者、茶商など関係者による検討会を開催し、今後の需要予測や、生産、加工、販売

に係る今後の取組の方向性を示す、「『かごしま茶』振興ビジョン（仮称）」を新たに策定し

ます。 

海外での需要が高い有機栽培茶の更なる生産拡大を図るため、有機栽培において生産拡

大の足かせとなっている除草作業の省力化に資する農業機械の整備を支援します。また、か

ごしま茶の更なる輸出拡大を図るため、新たに EUに設置する海外現地パートナーを活用し

た国際見本市や商談会への出展などの販路拡大、高付加価値商品の開発、商標登録などの取
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組を支援します。 

県産和牛については、令和７年 10月に開催された東京食肉市場まつりにおいて、市場関

係者等から鹿児島黒牛をはじめとする県産和牛に対する高い評価を頂きました。 

引き続き、「和牛日本一鹿児島」のイメージの定着と、県産和牛のブランド価値の向上に

向けて、首都圏の高所得者層をターゲットに、高級ホテル等でのフェア開催と、インフルエ

ンサーやライフスタイル専門誌等を活用した情報発信に取り組みます。加えて、県産和牛の

認知度向上と消費拡大を図るため、「和牛日本一鹿児島応援店」における商品の割引や宣伝

等の集客に係る取組を支援します。 

県としては、今後とも鹿児島県が日本一の和牛の産地であることを全国に浸透させられ

るよう、各般の施策に取り組みます。 

県産材の利用拡大については、木造率が低い非住宅の建築分野において、品質・性能が確

かな「かごしま JAS 材」の利用促進を図るため、令和８年度は、設計者や木材加工事業者、

工務店、大学等がネットワークを構築し、木造建築に関する設計・施工のノウハウを相互に

取得しやすい環境づくりに取り組みます。 

また、県産材の輸出については、付加価値が高い県産製材品等の輸出促進を図るため、新

たな需要が見込める米国や韓国、台湾などの輸出先国の市場動向や流通経路、輸送コスト等

について、詳細な調査を行います。 

水産業については、近年、地球温暖化による海水温の上昇などにより様々な影響が見られ

ています。 

生産量日本一を誇るブリ類の養殖については、人工種苗中間育成時における生残率を向

上させるため、飼育技術の改善に向けた実証等に取り組むほか、高水温対策として有効な沈

下式生け簀を活用した水中給餌による新たな養殖技術の開発、実証に取り組みます。 

また、漁港・漁場・漁村の総合的整備を図るため、全国の漁港漁場関係者が一堂に会し、

漁業現場の声、漁業地域のニーズを提言として取りまとめる場として開催されている全国

漁港漁場大会を令和９年度に本県で開催します。今後、県内関係市町村、漁港漁場関係団体

等で構成する実行委員会を設立し、関係者と一体となって開催準備を進めます。 

 

第二 観光の『稼ぐ力』の向上 

本県の延べ宿泊者数はコロナ禍前の水準に回復したものの外国人延べ宿泊者数はコロナ

禍前の水準までには戻っていません。 

また、香港線や上海線の運休が続いており、今後の海外からの誘客への影響が懸念されて

います。 

観光の「稼ぐ力」の向上のために、令和６年度に策定した県観光振興基本方針に基づき、

魅力ある癒やしの観光地形成に取り組み、本県の観光地としての魅力を生かして、国内外へ

の戦略的な誘客や国際クルーズ船の誘致等を展開し、本県を訪れる観光客を増やします。あ

わせて、高付加価値な体験プログラムの造成などにより観光消費額の増加を図ります。 
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 国内誘客については、令和７年度に実施したデジタルプロモーションの実績を年代やエ

リア別に分析した上で、その結果を、令和８年度に実施する SNS 等でのデジタル広告に反映

させ、より効果的に旅行予約サイト（OTA）に設置した本県特集ページへ誘導させること等

により、本県への更なる誘客につなげます。 

 令和７年からの香港線の運休や大雨などの災害の影響により、宿泊者数が大幅に減少し

たことを受けて、令和７年 12月から令和８年２月までの間、「南の宝箱 鹿児島 冬のあっ

たか宿泊割」を実施し、低迷していた旅行需要の回復を図りました。 

 この宿泊割では、県内での宿泊を伴う旅行に対し、宿泊代金の 20パーセント、１泊当た

り上限 5,000 円の割引助成を行っており、当初予定していた 26 万人泊に対し、約 30 万人

泊の利用がありました。 

しかしながら、現在も、香港線の運休が続いていることや、令和７年前半に旺盛な需要を

みせた中国において、日中関係の情勢変化に伴い上海線が運休するなど、インバウンドを中

心とした旅行需要の更なる低下が懸念されています。このため、緊急的な需要喚起策の第２

弾として、本県の旅行シーズンが本格化する前の５月から７月にかけて、「冬のあったか宿

泊割」と同規模の約 26万人泊分の「夏のかごしま宿泊割」を実施します。この「夏のかご

しま宿泊割」では、県内離島への宿泊を伴う旅行については、県本土への旅行と比較して交

通費が割高になることを考慮して、１泊当たり 8,000 円まで割引上限を引き上げます。 

 第１弾と第２弾を合わせて約 18億円の規模で宿泊割を実施することにより、強力に本県

旅行需要の回復を図ります。 

 鹿児島空港国際線については、コロナ禍前に就航していた４路線が全て再開されました

が、香港線及び上海線が運休になっています。運航会社に対して引き続き早期復便を働きか

けるとともに、就航路線の安定的運航や新規就航等を見据え、イン・アウト双方の一層の利

用促進を図り、国際線の維持・拡充に取り組みます。 

 本県における令和６年の訪日外国人一人当たりの観光消費額単価は約８万６千円で、日

本人の約３万円と比べると約３倍高く、本県観光関連産業の「稼ぐ力」の向上のためには、

インバウンドの誘致に取り組むことが重要です。 

 本県のインバウンドについては、訪日客数が全国では過去最高となる中、直行便について、

香港線や上海線の回復が遅れていることなどもあり、コロナ禍前の水準を回復できていま

せん。加えて、ソウル線についても、チェジュ航空とイースター航空において、夏ダイヤが

運休となっています。 

 このため、本県においては、直行便の回復に努めつつ、直行便以外で本県を訪れる外国人

観光客を増やしていく取組が必要であると考えています。 

 そうした観点から、海外の旅行予約サイト（OTA）を活用して鹿児島の魅力をしっかりと

情報発信する旅マエのプロモーションを実施することで、鹿児島に行ってみたいという外

国人観光客を増やし、戦略的市場である米国、シンガポール、タイ、ベトナムなどから国内

の他空港を経由して鹿児島を訪れる外国人観光客を誘致したいと考えています。 
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 訪日外国人が羽田空港や関西国際空港等から航空機を利用して本県を訪れる場合、国内

航空会社において、インバウンドを対象とした国内線乗り継ぎ便の運賃割引サービスが行

われています。 

 一方で、福岡空港を経由して鹿児島に来ていただくという方法も重要な選択肢であり、訪

日外国人が福岡から鹿児島を直接訪れる場合は、通常、新幹線を利用するものと考えていま

すが、航空機と同様の運賃割引サービスが設けられていません。 

 このため、博多から鹿児島中央までの新幹線移動に対して、本県に１泊することを条件に、

他の国内の乗継ぎ便と同様にインセンティブを付与する取組を実証的に実施することによ

り、戦略的市場などから本県を訪れる外国人観光客を増やしたいと考えています。 

 この実証事業では、外国人観光客２万人の利用を見込んでおり、これらの方々による県内

での観光消費額は約 17億円と推計され、観光関連産業の「稼ぐ力」の向上に寄与するもの

と考えています。 

 また、今回の実証事業により本県を訪れる外国人観光客には、福岡経由を選んだ理由や新

幹線移動に対する感想などのアンケートを実施し、この結果は、今後のより効果的なインバ

ウンド施策に活用します。 

 あわせて、福岡から鹿児島へ新幹線を使って約１時間で来られるという近さを実感して

もらい、SNS を使って本県の魅力や福岡から鹿児島へのアクセスの良さなどを情報発信する

と、県産品などが当たるキャンペーンを実施し、波及効果が得られる実証事業としたいと考

えています。 

 また、新幹線で鹿児島を訪問した外国人観光客が、鹿児島空港国際線を利用して帰国する

ことも可能であり、鹿児島空港からのアウトバウンド利用促進にもつなげていきたいと考

えています。 

 クルーズ船については、令和７年の寄港回数は、過去最高を更新する 183 回となりまし

た。 

 引き続き、クルーズ船の経済効果を県内各地に広く波及させていくため、前・後泊が期待

できる鹿児島発着クルーズへの支援を行うとともに、地域の観光地等のツアーの実施に関

心の高い船や規模の小さい港にも寄港可能な小型船などの誘致を重点的に行います。また、

船舶を活用した大隅方面等や新幹線を活用した北薩方面への寄港地観光に加え、新たに在

来線を活用した県内各地への寄港地観光など、経済効果の広域化が期待される新たなクル

ーズ船客向けのツアー催行に取り組む事業者に対し支援を行います。 

 さらに、令和８年度は、より多くのクルーズ船に寄港してもらえるよう、離島において、

貸切バス等の確保に取り組む事業者に対し支援を行います。 

 宿泊業における人材の確保・育成については、新たに宿泊業に限定した各種セミナーを開

催するとともに、質の高いサービスの提供に必要な従業員のスキルアップのための研修費

用などを支援します。また、宿泊業における労働力不足を補うため、デジタル技術を活用し

た省力化等の取組を支援します。 
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 魅力ある癒やしの観光地形成に向けては、多様化する観光客のニーズに対応するため、鹿

児島ならではの豊かな自然や多彩な食、個性ある歴史・文化など、地域資源を最大限に活用

した高付加価値な体験プログラムの造成や、地域の関係者が一体となって取り組む、地域特

性を生かした高付加価値な観光コンテンツづくりを支援し、観光消費額の増加を図ります。 

 

第三 企業の『稼ぐ力』の向上 

企業の「稼ぐ力」の向上に向けては、生産性と付加価値の向上や企業誘致等による産業競

争力の強化、将来を担う新たな産業の創出などに取り組みます。 

企業の生産性向上については、現下の物価高騰や人手不足の状況を踏まえ、AI・IoT の導

入等による生産性向上や、新製品・技術の開発による付加価値の向上、作業の自動化・省力

化、社内の DXの取組について、さらに強力に後押しするため、令和７年度よりも補助率や

補助上限額を拡充した上で、大規模で集中的な支援を実施します。 

中小企業等の円滑な価格転嫁の促進については、引き続き、企業間で望ましい取引慣行の

遵守等に取り組む「パートナーシップ構築宣言」企業の拡大や企業向けセミナーの開催等に

取り組みます。 

また、令和８年２月 16日には、県内金融機関等と、事業者に対する相談窓口の案内や支

援施策の紹介などを行う「価格転嫁サポーター」の設置に関する協定を締結しました。今後、

同サポーターとも連携を図りながら、円滑な価格転嫁に向けて更なる機運の醸成に努めま

す。 

企業立地の推進については、市町村等と緊密に連携を図りながら、企業誘致に引き続き積

極的に取り組みます。 

新たな産業用地の確保については、令和７年度は適地となる可能性の高い５か所のエリ

アから、地権者調査や地質・地下水調査、開発事業者等へのヒアリング等を実施し、開発候

補地の選定を進めました。今回、企業が立地に当たり重視するインフラの整備状況などから、

５か所のうち霧島市内の土地について、民間企業との連携による整備を目指すこととし、令

和８年度は、周辺住民や地権者等に対する説明会の実施や開発事業者の公募などを行いま

す。 

また、新たな半導体関連企業の立地を推進するとともに、地場企業等の成長・発展を支援

するため、令和８年度は、新たに、台北で開催される世界最大規模の半導体展示会「セミコ

ン台湾」に県内企業と連携して出展し、県内半導体関連企業の技術力を直接 PRします。 

AI 技術の発展、特に生成 AI の普及に伴い、大量のデータを処理し大規模な計算を行うデ

ータセンターの必要性が高まっており、薩摩川内市サーキュラーパーク九州への国内最大

級の AIデータセンター群の立地計画の発表や同市の入来工業団地への立地に係る公募にお

いて、複数のデータセンター事業者が応募するなど、本県の立地環境は高く評価されていま

す。 

サーキュラーパーク九州への AI データセンター群の立地計画については、令和８年２月
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12 日に、立地の準備会社である凱信数基株式会社と、県、薩摩川内市、サーキュラーパー

ク九州及び九州電力の５者で、「AI データセンター早期開設に関する覚書」を締結し、円滑、

かつ早期の開設が行われるよう、５者が協力して対応することを確認しました。 

国においては、電力インフラが整っている地方へのデータセンターの分散を推進するた

め、データセンター立地の有望な地域を GX戦略地域として指定し必要な支援を実施するこ

ととしており、本県からも GX 戦略地域の指定に向けた国の公募に対して申請を行いました。 

あわせて、県においては、大規模データセンターの立地に関する企業立地促進補助金の補

助上限額を拡充するなどし、引き続き、市町村などと連携しながらデータセンターの誘致に

取り組みます。 

県内中小企業におけるデジタル人材の育成については、企業内における新たな事業展開

等を目指し、AI 開発等を行える高度デジタル人材を育成するため、コンサルティング技術

講座の開催や講座で習得した知識や技法を実践するフィールドワークを実施します。 

製造業については、令和７年度に「かごしま製造業振興方針」を策定しており、「成長支

援」と「基盤強化」を振興方針における２つの柱として、食品加工関連産業や半導体・電子

関連産業、航空・宇宙関連産業、情報通信関連産業等の７つの産業分野の支援に重点的に取

り組みます。 

 

第四 地域産業の振興を支える人材の確保・育成、移住・交流の促進 

少子高齢化や生産年齢人口の減少に加え、進学や就職に際して、若年層が県外流出し、県

内産業の振興を支える人材の不足が大きな課題となっています。このような状況を踏まえ、

各産業分野における人材の確保・育成に取り組みつつ、若年者等の県内就職促進や移住・交

流の促進、地域経済を支える貴重な人材としての外国人材等が活躍できる環境づくりに取

り組みます。 

 若年者の県内就職の促進については、近年の大学生の就職活動において、インターンシッ

プへの参加率が年々増加傾向にあり、インターンシップが学生の就職先の決定において重

要な要素となっている一方で、県内企業の多くが取り組めていない状況があります。県では、

新たに、県内企業ごとの体制や取組状況等に応じたインターンシップの導入手法等を学ぶ

ワークショップや、採用後の人材定着・キャリア形成に関するセミナー等を開催します。 

 移住・交流や UIターンの促進については、本県出身の大学生等の数が県外で最も多い福

岡県からの UIターン就職を促進するため、新たに、本県専属のキャリア相談員を福岡県内

に配置し、UI ターン就職に係る学生からの相談対応や福岡県内の大学への訪問による就職

情報の発信等を行います。 

 県内の外国人労働者は、令和７年 10 月末時点で 16,562 人、受入事業所数は 2,679 社と

いずれも過去最高となり、外国人労働者は地域経済を支える貴重な人材となっています。 

 県としては、外国人材の安定的な確保のため、引き続きベトナムとの関係強化を図るとと

もに、今後有望な送り出し国として期待されているインドネシアやフィリピン、ミャンマー、
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インド等の送り出し機関との関係構築を図ります。また、バングラデシュ及びインドの大学

から県内企業で活躍する人材を獲得するためのマッチング支援にも取り組みます。 

 外国人材の受入れ・定着に向けては、外国人材の帯同家族を含む日本語指導が必要な児童

生徒の転入があった際、各小中学校が日本語指導体制を迅速に構築できるよう、県教育委員

会内に新たに日本語指導支援専門員を配置し、教員等に対する日本語指導の手法などの助

言等を行います。 

 また、多文化共生社会の実現に向けて、外国人が県内各地域で日本語を学習する機会の創

出・拡充を図るため、県、市町村、国際交流協会、企業、日本語教育機関、NPO 等で構成す

る推進会議を設置し、日本語教育人材の養成や、地域日本語教室の開設・運営に向けた市町

村への伴走支援などを行います。 

 

第五 結婚、妊娠・出産、子育ての希望がかなう社会の実現 

我が国では令和６年の出生数が過去最少となっており、人口減少に歯止めがかからない

中、本県の将来を支える人材の確保・育成に向けて、国の施策の方向性も踏まえつつ、本県

の実情に応じた子ども・子育て支援施策の充実・強化を図る必要があります。 

 県としては、「かごしま子ども未来プラン 2025」に基づき、ライフステージごとの総合的

な支援策「かごしま子ども・子育て支援パッケージ」に盛り込んだ施策を着実に推進しつつ

必要な拡充を図りながら、結婚、妊娠・出産、子育ての希望が叶う社会の実現に取り組みま

す。 

 妊娠・出産期においては、産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行う産後

ケアについて、支援を必要とする全ての方が利用できるよう、引き続き、利用者が負担する

利用料を無償化する市町村への支援を行います。また、これまで実施してきた遠方の分娩取

扱施設等での出産や妊婦健診の受診に要する交通費等の支援に加え、産婦健診、産後ケア、

乳幼児健診及び不妊治療を受ける際の交通費についても、新たに支援を行います。 

 子育て期については、保育士・保育所支援センターを令和７年 10月に設置し、働きたい

保育士と人材が不足する保育所等のマッチングを実施しています。引き続き、就業支援員に

よる潜在保育士等の就職に向けた支援を実施するとともに、センター機能を強化し、保育に

関する業務への関心を高めるための広報や保育に関する最新の知識・技能に関する研修を

実施します。 

 また、保育人材の確保に向けて、県内における保育士資格取得者の増加を図るため、従来

実施している保育士試験に加え、新たに地域限定保育士試験を実施します。さらに、離島に

居住する受験者の負担軽減を図るため、これまで鹿児島市のみで実施していた保育士試験

の会場について、新たに奄美市を追加します。 

 児童虐待防止対策については、老朽化・狭隘化が顕著である中央児童相談所の一時保護所

について、令和８年度に建替え工事を行います。建替えに当たっては、子どもたちや専門家

の意見も踏まえ、プライバシー確保のために個室化などを行います。 
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 また、家庭や地域からの相談に対して専門的な助言を行うなど、児童相談所の補完的役割

を担う児童家庭支援センターを、大隅地域、北薩地域、南薩地域に加え、新たに姶良・伊佐

地域に設置します。 

 こどもの居場所づくりについては、子どもの身近な地域において、子どもや保護者のニー

ズを踏まえたフリースクールなど多様な居場所づくりを推進することとしています。この

ため、令和６年度に実施した実態調査や、令和７年度に設置した福祉・教育の関係機関等に

よる協議会でお聞きした子どもや保護者の意見、委員による議論の結果等を踏まえ、子ども

や保護者が必要なときに必要な情報を取得するための、こどもの居場所等の詳細な情報を

掲載したガイドブックの作成・配布や、こどもの居場所に関する情報を把握し、支援者とこ

どもの居場所とのつなぎ役となるコーディネーターの配置などを行います。 

 県としては、結婚、妊娠・出産、子育ての希望が実現できる社会づくりや、全ての子ども・

若者が幸せを感じながら生活を送ることができる社会の実現を目指して、市町村や関係機

関等とも連携しながら、これらの子ども・子育て関連施策を着実に推進します。 

 

第六 防災対策の更なる充実・強化 

令和６年１月の能登半島地震では、道路の寸断やライフラインの損傷など甚大な被害が

発生し、集落の孤立化など、様々な厳しい状況が生じました。半島や離島を有する本県の防

災対策に能登半島地震の知見を反映させていくことは大変重要です。 

県では、災害からの被害軽減を図るため、本県で起こりうる地震・津波などの自然災害に

ついて、能登半島地震から得られた教訓や課題等を踏まえつつ、有識者からの助言を頂きな

がら、被害の予測調査を令和７年度から行っています。令和８年度中に被害シナリオなどの

調査結果を公表し、県地域防災計画に反映します。 

また、令和７年８月７日からの大雨及び台風第 12号においては、県内各地で甚大な被害

が発生しました。今回の大雨等の災害対応における経験等を踏まえ、災害の規模や影響を迅

速に把握することができるよう衛星画像を活用し、災害前後の状況を比較して浸水範囲や

土砂崩れの範囲などを AI により自動検出する災害対応システムの導入を行います。また、

災害時の情報収集や情報共有の効率化・迅速化を図るため、市町村システムなどとの連携等

が可能となるよう、県総合防災システムを改修するなど、災害発生時の即応力の強化に努め

ます。 

このほか、近年の気候変動の影響により気象災害が激甚化するなどの状況を踏まえ、引き

続き、防災・減災、国土強靱化の取組を集中的に進めます。 

 

第七 デジタルテクノロジーを活用した暮らし・産業、行政の質の向上 

暮らしと産業のデジタル化については、介護・障害福祉分野へのロボット等の導入支援や、

農林水産分野におけるスマート化の推進、中小企業のデジタル技術導入への伴走支援など

に取り組みます。 
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 行政のデジタル化については、限られた人的資源で持続可能な行政サービスを提供する

ため、生成 AI や職員が自ら業務システムを開発・運用できるノーコードツールについて、

県の業務における活用を更に推進します。 

 

第八 多様で魅力ある奄美・離島の振興 

本県の離島は、各島の特色ある独特の自然、文化、伝統、多様なコミュニティなど、多様

性を有しており、正に鹿児島の宝であると考えています。一方で、外海離島が多く、台風等

の災害が多いなど厳しい自然条件の下、医療、物価、物流など多くの面で課題もあると認識

しています。 

 離島の多様で豊富な地域資源を活用するとともに、生活環境、交通基盤、産業基盤などの

社会資本の整備と更なる産業振興を図ります。 

 奄美群島の振興については、奄美群島振興開発計画に基づき、移住・定住の促進や自然環

境の保全と利用の両立、産業の振興による稼ぐ力の向上などに着実に取り組みます。 

 奄美と沖縄の連携については、新たに、沖縄の国際的な物流ハブ機能を活用した輸出促進

を図るため、沖縄の輸出商社等を招いたセミナーの開催などによる、輸出に関心のある奄美

群島内事業者の掘り起こしや、全国規模の食品輸出商談会である「沖縄大交易会」への出展

支援などに取り組みます。 

 令和８年７月 26 日には、奄美大島、徳之島が世界自然遺産登録５周年を迎えることから、

国や沖縄県などと連携した登録５周年記念シンポジウムを沖縄県那覇市で７月に開催する

ほか、地元市町村や関係団体などと連携して、奄美大島及び徳之島においてもシンポジウム

を開催します。引き続き、世界自然遺産の保全と利用の両立に向けた取組を行うとともに、

世界遺産をはじめとした奄美の魅力を国内外に発信します。 

離島の振興については、特定有人国境離島地域における航路・航空路運賃の低廉化や輸送

コスト支援などを引き続き実施するとともに、自然条件等が特に厳しい離島地域における

市町村の取組を特定離島ふるさとおこし推進事業により支援するなど、離島地域の活性化

に着実に取り組みます。 

  

その他 

その他の重要施策についても着実に取り組みたいと考えています。 

地球温暖化は、人類の将来に関わる最も重要な環境問題であり、県としても、2050 年ま

でに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとすることを目指して、「鹿児島県地球温暖化対

策実行計画」等に基づく取組を推進しています。 

川内港、志布志港及び奄美空港においては、脱炭素化に配慮した機能の高度化を図るため、

温室効果ガスの削減目標などを定めた脱炭素化推進計画に基づき、港湾荷役機械の低炭素

化や照明施設等の省エネ化などの脱炭素化の取組を進めます。 

洋上風力発電については、薩摩半島西方沖における現状等の情報共有や導入の可能性を
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検討する９回目の研究会を、令和８年３月に開催しました。国において準備区域に整理され

た「いちき串木野市沖」について、利害関係者等との調整状況を報告するとともに、令和８

年度の国への情報提供に向けた検討を進めます。 

温室効果ガス排出削減と経済成長の両立を図る GXについては、現在、畜産分野とインフ

ラ・建設分野において取り組んでいます。 

畜産分野における GX については、牛から排出される温室効果ガスの削減や生産コストの

低減、生産性向上を図るため、畜産事業者や関係団体等と連携し、飼料用アミノ酸の普及や

J クレジットの活用促進などに取り組むほか、環境にやさしい牛肉として、付加価値を高め

て最高級ホテル等への販路開拓を図ります。 

インフラ・建設分野における GX については、シラス由来の火山ガラス微粉末（VGP）の社

会実装を図るため、低炭素型シラスコンクリートを利用したモデル工事を実施するととも

に、国の公共工事における VGP の活用を働きかけるなど、引き続き VGP の需要の創出へ向

けた取組を積極的に進めます。 

県としては、今後とも、県民、事業者、行政が一体となって地球温暖化対策を積極的に推

進できるよう、取り組みます。 

鹿児島港本港区エリア一帯の利活用については、まちづくりの方向性やエリア毎の利活

用方針を示した鹿児島港本港区エリアコンセプトプランに基づいて取組を進めており、北

ふ頭エリア等における利活用について、「北ふ頭エリア等利活用事業提案評価委員会」で頂

いた様々な御意見を踏まえて公募要項を作成し、令和８年３月に公募を開始しました。 

引き続き、鹿児島港本港区エリアまちづくり懇談会における御意見等を踏まえ、エリアコ

ンセプトプランの更なる具体化に向けた取組を着実に進めます。 

高規格道路については、東九州自動車道や北薩横断道路などの整備推進に努めます。 

今後とも、高規格道路の早期供用に向け、国と一体となって、整備に努めます。 

北薩横断道路の北薩トンネルについては、これまでの技術検討委員会での議論を踏まえ、

現在、本体復旧工事の入札手続を行っており、早期復旧に向けて取り組みます。 

川内港については、地域の産業の競争力強化を支える効率的かつ経済的な貨物の輸出入

の実現のため、国際物流ターミナル整備事業を進めており、令和７年度末に船舶の大型化に

対応できるよう新たな岸壁を暫定供用しました。 

また、ガントリークレーンについては、令和７年 12 月に室蘭港からの移設工事契約を締

結しました。令和８年度は、移設に必要な工事を進めることとしており、引き続き、令和９

年度末までの設置に向けて取り組みます。 

地域公共交通事業者は、担い手不足に加え、利用者の減少や燃料油価格の高騰等により厳

しい経営環境にあり、路線等の維持・確保が困難となっています。 

県としては、地域公共交通の担い手の確保を図るため、これまでの事業者への資格取得・

県外での採用活動への支援に加え、新たに、転職サイト等への求人広告の掲載や県内での採

用活動に要した費用についても支援を行うほか、女性等の多様な人材が働きやすい職場環
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境の整備に要する費用やバス事業者における特定技能外国人受入れに要する初期費用への

支援を行います。 

路線バス事業者や航路事業者に対しては、地域住民の日常生活における移動手段の維持・

確保に向け、利用者の利便性の向上を図るとともに、事業者の経営を改善・効率化するため、

キャッシュレス決済システムや予約管理システム等の導入に係る費用への支援を行います。 

原子力防災対策については、令和８年２月７日に、国や関係市町、関係機関等と連携して

原子力防災訓練を実施しました。訓練では、約 220 機関、約 4,000 人が参加し、能登半島地

震で得られた教訓等を踏まえ、新たに、通信環境を確保するための可搬型衛星通信設備の設

置訓練やキッチンカーの派遣等による炊き出し訓練、水循環型シャワー等の設置などを実

施しました。 

訓練の実施結果については、訓練に対する外部評価や県専門委員会の意見等を踏まえる

などして、今回の訓練についての課題等を整理し、令和８年度以降の計画の見直しや訓練に

生かします。 

今後とも、原発の立地県として、常に事故の発生を念頭に置き、県民の生命と暮らしを守

る観点から、川内原発の安全対策・防災対策の充実・強化に取り組みます。 

家畜防疫対策については、令和７年 11 月 19 日に霧島市において、本県で初めてとなる

野生イノシシの豚熱感染が確認されて以降、県では、周辺農場について、異状がないことを

確認し、関係機関・団体を通じて、適時・適切なワクチン接種や、野生動物の侵入防護柵の

再点検などの飼養衛生管理基準の遵守徹底を強く指導するとともに、野生イノシシ豚熱経

口ワクチンの緊急散布等を実施しています。 

高病原性鳥インフルエンザについては、令和７年 11 月以降、出水市や鹿屋市において、

野鳥等から高病原性鳥インフルエンザウイルスが検出されております。 

県では、ウイルスが検出された際など機会ある毎に、養鶏農家等に対して、塵や埃を介し

たウイルス感染を防ぐため、農場敷地内における液状消毒の徹底など、侵入防止対策を強化

するよう指導しています。 

また、令和７年 12月下旬に、関係機関・団体に対し、万一の鳥インフルエンザの発生に

備え、連絡体制や初動対応を再確認するよう周知するとともに、発生予防の強化を図るため、

全ての養鶏農家に対し、野鳥の誘引防止対策等の飼養衛生管理基準の遵守徹底を改めて指

導しました。 

県としては、引き続き、市町村や関係機関・団体と一体となって、最大限の警戒感を持っ

て、家畜伝染病の農場への侵入防止対策に万全を期します。 

県立高校については、学識経験者などで構成する「県立高校の将来ビジョン検討委員会」

において、生徒の多様な学びのニーズに応える、時代に即した新しい学校づくりの方向性な

どについて協議いただき、令和８年３月には答申を取りまとめていただきました。 

国においては、所得要件を撤廃するなど高等学校等就学支援金制度の拡充、いわゆる高校

無償化を行い、併せて公立高校や専門高校等への支援の拡充を図るため、令和８年２月 13
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日に示された「高校教育改革に関する基本方針（グランドデザイン）」では、緊要性のある

取組等について、都道府県に造成する基金等により先行的に支援することとしています。 

県としては、同検討委員会の答申に加えて、国のグランドデザインを踏まえて、令和８年

度に「県立高校の将来ビジョン」を策定し、国の支援策の活用を図りながら高校教育の充実

に取り組みます。 

県立高校における学習者用端末については、現在、県で整備した端末を高校１年生全員及

び高校２・３年生で端末購入が困難な生徒に対して貸与していますが、令和８年度から順次

端末の更新時期を迎えることから、今後の対応を検討してきました。 

高等学校における学習は、学科等によってそれぞれ専門性も異なることから、生徒自身が

学科の特性や自分に合った端末を選択し、他の学習用品と同様に自らが所有し、適切に管理

することで、学校だけでなく家庭においても活用することが望ましいと考えています。 

また、端末の経年劣化に伴う修繕の増加や、古い端末を敬遠し、自己負担で端末を購入す

る生徒の増加などを受けて、他県においても公費負担による端末貸与から個人所有端末の

持ち込みへと移行する自治体も増えています。 

このような状況を踏まえ、令和９年度以降は、高校１年次から、個人所有の端末を使用す

ることとし、端末の購入が困難な生徒に対して、購入に必要となる経費を補助することとし

ました。令和８年度においては、令和９年度に２年生、３年生になる生徒のうち、同様に補

助が必要な生徒に対して支援を行うために必要な予算を計上しています。 

学校給食費については、学校給食法に基づき保護者負担とされていますが、学校設置者で

ある市町村において、個々の実情に応じて、給食費の無償化や負担軽減が行われています。 

そのような中、令和８年４月から全国一律の施策として、保護者負担の軽減を通じた子育

て支援として、公立小学校における学校給食費の負担軽減が実施されることとなり、実施に

必要な経費を当初予算に計上しています。 

県立短期大学については、令和６年度の有識者検討委員会からの提言の実現に向けて、県

と県立短期大学の教職員で構成する検討会において、教育内容の更なる充実や、企業・大学

等との連携や地域社会への一層の貢献、独立行政法人化した場合のメリット・デメリット等

について協議を進め、その結果を取りまとめました。 

具体的には、グループワークやプレゼンテーションなど学生が能動的に授業に参加する

アクティブ・ラーニングの全学的な導入、鹿児島県内各地域の特性を網羅的に学ぶ教養科目

の新設、社会人が個人の事情に応じて修業年限を延長し、計画的に教育課程を履修できる制

度の導入等に取り組みます。 

県と県立短期大学では、これらの取組を着実に進め、更に魅力ある県立短期大学づくりを

推進します。 

スポーツ・コンベンションセンターについては、令和８年３月に設計者を決定し、契約を

締結したところであり、令和 10 年７月までに設計を行い、実際の建設費を見込むこととし

ています。 
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なお、設計に当たっては、建設費の抑制や品質管理の徹底、発注体制の強化を図るため、

令和７年の第４回県議会定例会における御意見も踏まえ、コンストラクション・マネジメン

ト方式を導入したいと考えています。 

県としては、引き続き、県議会や県民の皆様へ丁寧に説明を行いながら、スポーツ・コン

ベンションセンターの整備に向けた取組を着実に進めます。 

スポーツの振興については、それぞれのリーグで優勝を目指す鹿児島ユナイテッド FC、

鹿児島レブナイズ、フラーゴラッド鹿児島、ブル-サクヤ鹿児島など、県民から愛され、そ

の活躍や地域貢献活動が地域に活力をもたらすプロスポーツチーム等への支援に、引き続

き取り組みます。 

文化芸術の振興については、令和７年度に策定した第２期県文化芸術推進基本計画に基

づき、文化芸術の創造活動の促進と鑑賞機会の充実、地域文化の継承・発展と地域づくりへ

の活用など、文化の薫り高いふるさとかごしまの形成に向けた取組を引き続き推進します。 

令和９年度の西郷隆盛生誕 200 年・没後 150 年、西南戦争 150 年に向けて、県では、西郷

隆盛が残した業績、西南戦争が起こった経緯や意義、その後の鹿児島への影響などを広く後

世へ伝えていくため、観光、教育、文化など様々な観点から取組を進めます。 

令和８年度は、関係市町村等と連携しながら、西郷隆盛や西南戦争に関連する観光スポッ

ト等を活用し、SNS による情報発信やツアー商品の造成などに取り組みます。また、学校で

の西郷隆盛・西南戦争等に関する学びの教材となるような PR 映像やガイドブックを作成す

るとともに、県内に残る西南戦争遺跡の歴史的価値などについて広く情報発信するシンポ

ジウム等を開催します。 

国際交流の促進について、令和８年度は、第 25 回鹿児島・香港交流会議を本県で開催し、

経済、観光、芸術・文化、青少年等の幅広い分野の更なる交流について協議することとして

います。 

また、本県が MOU を締結している台湾屏東県を訪問し、経済、観光等の分野の今後の交流

促進について意見交換を行います。 

令和７年度に策定した鹿児島県国際戦略では、本県の強みを生かした特に成長が見込ま

れるものや、底上げの必要があるものなど、重点的に取り組む施策を５つのプロジェクトと

して位置付け、部局横断的に展開していくこととしています。 

国際戦略に基づく取組を積極的に推進するため、令和８年度から、総合政策部に「国際戦

略総括監」及び「国際戦略課」を設置し、国際関連施策の企画立案・総合調整機能を強化す

ることとします。 

男女共同参画・ジェンダー平等の推進については、男女共同参画社会の実現に向け、「第

４次鹿児島県男女共同参画基本計画」に基づき、県民の意識啓発や気運醸成、女性活躍の推

進など、各般の施策に積極的に取り組みます。 

介護人材の確保に向けては、人材不足が喫緊の課題である訪問介護等サービスについて、

担い手の確保を支援し、地域における在宅介護サービスの提供体制を確保するため、事業者
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に対して、新たに、経験年数が短いホームヘルパーに同行し、技能・技術向上に向けた指導

に要する経費を支援します。 

引き続き、外国人材を含む多様な人材の確保、介護職員の処遇改善など介護人材の確保に

取り組みます。 

医師確保対策については、国が策定した「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケー

ジ」を踏まえ、医師数が少ない二次医療圏等を重点医師偏在対策支援区域と設定し、当該区

域における診療所の承継又は開業を新たに支援します。 

遠隔医療については、ICT を活用した効率的な医療提供体制の確保や、離島・へき地の交

通アクセスの条件不利性の改善を図るため、令和７年度に瀬戸内町及び屋久島町において

医療 MaaS 等を活用したオンライン診療の実証に取り組みました。 

今回の実証結果を踏まえ、令和８年度は、へき地診療所への遠隔医療導入に向けた市町村

に対する伴走支援を行うとともに、市町村や医療関係者を対象としたセミナーを開催し、遠

隔医療の普及促進に取り組みます。 

消費者行政の推進については、令和７年度に策定した第５期「県消費者基本計画」に基づ

き、県民の方々の消費生活の安定・向上のため、消費者教育の推進や相談体制の充実・強化

に取り組みます。 

地方創生の推進については、国は、令和７年末に、新たに「地方創生に関する総合戦略」

を策定しました。また、自立的かつ持続的に「稼げる」地方経済をつくり出していくため、

各都道府県が策定する地域産業成長プランなどを強力に後押しする「地域未来戦略」を策定

します。 

県としては、国の動向を踏まえつつ、今後、本県の実情に応じた新たな地方創生に関する

総合戦略を策定し、引き続き、地方創生に向けた各般の施策に取り組みます。 

「知事とのふれあい対話」については、令和７年７月から令和８年３月までに５会場８市

町を対象に開催し、参加された方々とテーマを設けて率直な意見交換を行いました。今後も、

県内各地域において順次開催し、県民との対話を通じて、県民の皆様の声を県政に反映する

とともに、透明で開かれた県政運営を行います。 

地域振興局・支庁庁舎の再整備については、南薩地域振興局庁舎について、令和 10年度

初め頃の供用開始を目指して、現在、実施設計を行っており、令和 8 年度中に建設工事に着

手します。 

大島支庁庁舎については、本庁舎の位置について、管内市町村の人口や公的機関の集積、

交通事情、安全性などを勘案し、実現可能性を検討した結果、奄美市から御提案いただいた

「現在の本庁舎敷地」を整備候補地としたいと考えています。 

また、駐在機関等については、大島支庁本庁舎へのアクセスなど区域の特性等を勘案しつ

つ、その役割を検証の上、統合・再編の検討を行うこととしており、令和 12 年度末頃まで

の再整備に向けて、令和８年８月頃を目途に方針を取りまとめたいと考えています。 

引き続き、地域振興局・支庁庁舎の再整備について、着実かつ計画的に取組を進めます。 
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